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第一部【企業情報】 

第１【企業の概況】 

１【主要な経営指標等の推移】 

提出会社の状況 

 （注）１．当社は連結財務諸表を作成しておりませんので、連結会計年度にかかる主要な経営指標等の推移については

記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期 

決算年月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 

売上高（千円） 3,102,308 3,604,515 3,669,975 3,778,450 3,682,373 

経常損益（千円） 123,784 568,127 △5,131 353,431 177,632 

当期純損益（千円） 19,422 312,441 △99,803 254,312 △61,711 

持分法を適用した場合の投資

利益（千円） 
－ － － － － 

資本金（千円） 639,307 639,307 639,307 639,307 639,307 

発行済株式総数（株） 6,140,850 6,140,850 6,140,850 6,140,850 6,140,850 

純資産額（千円） 2,475,603 2,775,786 2,595,269 2,834,440 2,654,380 

総資産額（千円） 3,857,250 4,593,257 3,889,040 4,053,055 3,757,145 

１株当たり純資産額（円） 432.26 490.30 457.62 500.76 468.95 

１株当たり配当額 

（うち１株当たり中間配当額） 

（円） 

10.00 

(－) 

12.50 

(－) 

10.00 

(－) 

12.50 

(－) 

10.00 

(－) 

１株当たり当期純損益（円） 2.11 50.57 △18.51 44.93 △10.90 

潜在株式調整後１株当たり当

期純利益（円） 
－ － － － － 

自己資本比率（％） 64.2 60.4 66.7 69.9 70.6 

自己資本利益率（％） 0.8 11.3 △3.7 9.0 △2.2 

株価収益率（倍） 158.8 8.0 △22.5 10.8 △37.2 

配当性向（％） 473.9 22.6 － 27.8 － 

営業活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△89,418 39,723 △1,694 313,103 169,369 

投資活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△131,288 △303,592 10,003 △67,560 113,190 

財務活動によるキャッシュ・

フロー（千円） 
△98,028 205,686 △151,184 △230,213 △186,971 

現金及び現金同等物の期末残

高（千円） 
609,818 551,636 408,761 424,090 519,679 

従業員数 

［外、平均臨時雇用者数］ 

（人） 

75 

[4] 

74 

[3] 

78 

[2] 

80 

[13] 

78 

[12] 



３．潜在株式調整後１株当たり当期純利益は、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

４．経常損益、当期純損益及び１株当たり当期純損益における△は損失を示しております。 



２【沿革】 

年月 事項 

昭和46年４月 愛知県名古屋市中区に資本金150万円をもって株式会社エーワイ食機を設立 

昭和48年９月 販売能力と機構の充実のため愛知県名古屋市千種区に本社を移転 

昭和55年３月 無煙ロースター（モスマック）の販売を開始 

昭和55年４月 商号をシンポ株式会社に変更 

愛知県春日井市に春日井工場を新設 

昭和60年10月 業務の拡大と機構の充実のため、名古屋市名東区に本社を移転 

昭和60年11月 新製品開発のため、技術開発部を新設し、各種ロースターの開発を開始 

昭和61年７月 埼玉県大宮市（現在さいたま市大宮区）に東京支店を開設 

昭和63年12月 アメリカ合衆国カリフォルニア州に「シンポアメリカインク」（資本金10万ドル。当社全額出

資）を設立。アメリカ各地へ販売を開始すると共に情報収集の拠点とする 

平成元年９月 製造能力強化のため、春日井工場を撤退し愛知県西加茂郡三好町へ名古屋工場を移転 

平成３年５月 東京都心の販売基盤を強化するため東京都台東区に東京支店を移転 

平成４年６月 札幌市豊平区に札幌支店を開設 

平成４年11月 大阪市淀川区に大阪支店を開設 

平成５年６月 子会社「シンポアメリカインク」を清算 

平成５年９月 東北地方の営業拠点として仙台市太白区に仙台営業所を開設 

平成６年11月 ショールーム、倉庫付き事務所として大阪市淀川区に大阪支店を移転 

平成７年２月 ショールーム付き事務所として東京都千代田区に東京支店を移転 

平成７年９月 埼玉県大宮市（現在さいたま市大宮区）に大宮営業所（平成13年５月に営業所名をさいたま営業

所に変更）を開設 

福岡市博多区に福岡営業所を開設 

平成９年１月 日本証券業協会に株式を店頭登録 

平成10年７月 石川県金沢市に金沢営業所を開設 

平成11年４月 大阪府吹田市に大阪支店を移転 

平成12年９月 名古屋工場がＩＳＯ9001の認証を取得 

平成14年３月 金沢営業所を閉鎖 

平成15年６月 さいたま営業所を閉鎖 

  さいたま営業所を東京支店へ統合するため東京都北区に東京支店を移転 

平成16年１月 ショールーム付き事務所として札幌市白石区に札幌支店を移転 

平成16年12月 日本証券業協会への店頭登録を取消し、ジャスダック証券取引所に株式を上場 

平成18年１月 ＩＳＯ14001の認証を取得 



３【事業の内容】 

 当社は、無煙ロースターの製造販売及びその据付工事を内容とした単一事業を営んでおります。 

 無煙ロースターは食材を更に美味しく焼いて、しかも煙らず、臭わずの快適な環境の中で楽しく食していただくシ

ステム機器であります。 

 無煙ロースターは２種類に大きく分かれております。 

(1）ダクト式無煙ロースター 

 肉を焼くプレート（網）周辺部に吸気口を設け、焼肉から生じる煙や臭いをファンで吸収し、吸収された煙は床

下をはわしたダクト（管）を通じて屋外に排気する機械であります。 

(2）ノンダクト式無煙ロースター 

 煙や臭いを吸気口から吸収するのは同じですが、床下をはわすダクトは不要でファンはロースター内部に内蔵

し、油煙を吸収し、脱臭装置で煙や臭いを除去した上で室内に排気する機械であります。 

 当社の主要な品目別内容は次のとおりであります。 

 なお、当社はグループを構成する関係会社及び関連当事者がありません。 

４【関係会社の状況】 

 当社は、関係会社がありませんので、該当事項はありません。 

５【従業員の状況】 

(1)提出会社の状況 

 （注）１．従業員は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に年間の平均人員を外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、賞与及び基準外賃金を含んでおります。 

(2）労働組合の状況 

 労働組合は結成されておりませんが、労使関係は円満に推移しております。 

品目 主要製品 

製品 ダクト式無煙ロースター及びノンダクト式無煙ロースター 

部材品 無煙ロースターの部材品（ロストル、焼網、セラミック炭等） 

据付工事 無煙ロースターのトータルシステム設計と据付工事 

その他内装工事 焼肉店の内装工事 

商品 焼肉店関連商品（ロストル、焼網用の洗浄機等） 

  平成19年６月30日現在

従業員数（人） 平均年令（歳） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

78[12]  37.4 7.8年 5,415,724 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1）業績 

 当事業年度におけるわが国経済は、堅調な輸出や設備投資を背景に雇用および企業の生産活動は拡大を続けたも

のの、個人所得はそれほど上昇はしませんでしたが、個人消費は底堅く推移いたしました。 

 焼肉業界におきましても、景気の回復基調が鮮明になったことから売上高は緩やかに増加していますが、米国産

牛肉の輸入量が少なく、国産牛、輸入牛共に価格が高止まりの状態が続いております。そのために企業間競争は、

ますます激しさを増してまいりました。 

 このような環境の下、当社は「お客様の繁盛店作り」のため、無煙ロースターの販売だけでなく、空調システ

ム、脱臭システム等の販売を行ってまいりました。しかしチェーン店、個人店共に新規出店や改装意欲はまだまだ

低く、厳しい状況が続いております。 

 その結果、当事業年度の売上高は3,682百万円（前期比2.5％減）となりました。営業利益は、原材料価格の高騰

やシートキーの採用により製品原価が上昇し、利益率が低下したため、162百万円（前期比22.7％減）となりまし

た。経常利益は、有価証券売却益（21百万円）を計上したために、177百万円（前期比49.7％減）となりました。 

 また、特別損失で、投資有価証券評価損97百万円、役員退職慰労引当金繰入額55百万円を計上いたしました。そ

の結果、当期純損失61百万円（前期は254百万円の利益）となりました。 

 （注） この項に記載の売上高、生産実績、販売実績等の金額には、消費税等は含まれておりません。 

(2）キャッシュ・フロー 

 当事業年度における現金及び現金同等物（以下「資金」という）は、前事業年度末に比べ95百万円増加し、当事

業年度末は519百万円となりました。 

 当事業年度中における各キャッシュ・フローの状況、それらの要因は次のとおりであります。 

（営業活動によるキャッシュ・フロー） 

 営業活動による資金は、169百万円の増加（前期は313百万円増）となりました。その主な要因は、投資有価証券

評価損97百万円、役員退職慰労引当金62百万円、売上債権の減少104百万円によるものですが、一方、投資有価証

券売却益55百万円、有価証券売却益21百万円等があったことによるものであります。 

（投資活動によるキャッシュ・フロー） 

 投資活動による資金は、113百万円の増加（前期は67百万円減）となりました。その主な要因は、投資有価証券

の売却による収入287百万円や、有価証券の売却による収入121百万円によるものですが、一方、投資有価証券の取

得による支出283百万円や、有形固定資産の取得による支出22百万円等があったことによるものであります。 

（財務活動によるキャッシュ・フロー） 

 財務活動による資金は、186百万円の減少（前期は230百万円減）となりました。その主な要因は、短期借入金の

純返済額50百万円、社債償還50百万円、配当金の支払70百万円があったことによるものであります。 



２【生産、受注及び販売の状況】 

(1）生産実績 

 当事業年度の生産実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

 （注）１.上記の金額は販売価格によっております。 

    ２.上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(2）受注状況 

 当事業年度における受注状況を品目別に示すと次のとおりであります。 

 （注）１.上記の金額は販売価格によっております。 

    ２.上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

(3）販売実績 

 当事業年度の販売実績を品目別に示すと次のとおりであります。 

 （注）１．総販売実績に対する輸出高の割合が10％以上の輸出先国はありません。 

 ２.上記の金額には消費税等は含まれておりません。 

品目 金額（千円） 前年同期比（％） 

製品 1,231,082 102.4 

据付工事 887,296 107.5 

その他内装工事 350,486 48.4 

合計 2,468,864 89.7 

品目 受注高（千円） 前年同期比（％） 受注残高（千円） 前年同期比（％） 

製品 1,225,737 98.4 58,849 93.3 

部材品 636,116 99.9 13,931 65.7 

据付工事 888,501 103.8 39,796 103.1 

その他内装工事 356,227 50.4 7,226 486.6 

商品 564,443 135.8 4,441 39.6 

合計 3,671,027 95.1 124,246 91.6 

品目 金額（千円） 前年同期比（％） 

製品 1,229,985 102.3 

部材品 643,388 103.4 

据付工事 887,296 107.5 

その他内装工事 350,486 48.4 

商品 571,216 141.0 

合計 3,682,373 97.5 



３【対処すべき課題】 

 今後の見通しにつきましては、わが国経済は、順調に回復軌道をたどるものと期待されておりますが、原油価格

の高止まり及び為替の動向により、原材料価格の上昇が懸念されているほか、日銀による利上げも予想されてお

り、持続的な景気回復につながるか不安感が残っております。 

 焼肉業界については、米国産牛肉の輸入条件が緩和される方針であり、輸入量の増加に伴い牛肉の価格も安定す

るものと思われます。 

 このような中で当社は、大手チェーン店の新規出店のみならず、他の飲食店からの焼肉業態への参入をアピール

し、売上の確保を図ってまいります。また、環境ビジネスの一環として脱臭、脱煙システムの販売も強化してまい

ります。利益確保のために、業務の見直し、コストダウンの実施、経費の削減を図り、利益の出る企業体質を構築

する所存であります。 

４【事業等のリスク】 

 当社の経営成績、株価および財務状況等に影響を及ぼす可能性のある事項には、以下のようなものがあります。

なお、文中における将来に関する事項は、有価証券報告書提出日現在において、当社が判断したものであります。

(1）事業内容について 

 当社の主要事業である無煙ロースターの事業については、平成13年９月に日本国内において、初めてＢＳＥ

(牛海綿状脳症)に感染した牛が発見され、消費者の牛肉に対する不安感が増大したことから、当社の主力販売先

である焼肉店の業績において多大な影響を受けました。 

 その後、日本国内で発生したＢＳＥの業績に与える影響は徐々に薄れてきておりましたが、平成15年12月に米

国内においてもＢＳＥに感染された牛が発見され、米国産牛肉の輸入禁止措置が平成18年７月まで講じられてお

りました。その結果、牛肉の価格は高騰し、焼肉店の経営環境は一段と厳しさを増しております。現状では、焼

肉店は平成13年当時のような危機的な状態ではありませんが、今後とも新たにＢＳＥが発生することにより、焼

肉店の新規出店や異業種からの参入が減少し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

(2）当社を取り巻く環境について 

① 競合等の影響について 

 当社では競合他社に打ち勝つために、品質の向上、メンテナンスサービスの充実に取り組み、より高い付

加価値ある製品、システムを販売してまいりますが、競合他社の中には低価格競争のみで販売拡充を図ろう

としているところもあります。低価格化が当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

② 新製品開発への対応について 

 当社は、環境浄化を目指す企業として活動しております。そして、より高品質、高付加価値の製品、シス

テム開発の創造を実現するために、常に技術と顧客ニーズを的確に把握し、魅力ある製品、システム開発を

行っておりますが、市場や業界のニーズの変化に適切な対応ができなかった場合には、将来の成長と収益性

を低下させ、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

③ 製造物責任について 

 当社は、その事業および製品のため、社内で厳しい基準のもとに品質と信頼性の維持確保に努めておりま

すが、万が一製品が予期せぬ不具合を起こした場合、製造物責任に関する対処あるいはその他の義務に直面

する可能性があります。国内外ともＰＬ保険に加入しておりますが、保険で対応出来ない程のコストが発生

した場合、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

④ 知的財産について 

 当社は長年にわたり、自社が製造する製品に関連する多数の特許および商標を保有し、もしくはその権利

を取得しています。これらの特許および商標は、当社のこれまでの事業の成長にとって重要だったものであ

り、その重要性は今後も変わりません。このような知的財産が広範囲にわたって保護出来ないこと、あるい

は違法に侵害されることによって、当社の事業活動に影響を及ぼす可能性があります。 

⑤ 保有株式について 

 当社は、上場および非上場の株式を保有しております。全般的かつ大幅な株価下落が生じた場合には、保

有有価証券に減損または評価損が発生し、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

６【研究開発活動】 

 当社は、創業以来、付加価値の高い製品づくりと徹底したユーザーサービスを事業の基本としています。製品開

発に当っても、ユーザーの多様なニーズに対応してまいりました。 

 当事業年度は、下記調理機器の開発・製品化を行いました。また、特殊仕様機器の設計・開発を数多く実施し、

多くのユーザーの要望に応えました。 

 なお、技術開発部の部員数は７名、当事業年度の研究開発費の総額は61,192千円です。 

 当事業年度の取り組み成果は、次のとおりです。 

１．『デジタル温調鉄板焼器』の開発 

  →操作連動式デジタル温調を特徴とする鉄板焼器の開発をしました。 

２．『無煙串揚げ機』の開発 

  →無煙の串揚げ専用機器を開発しました。 

３．『臭気処理システム』 

  →脱臭・消臭システムのコンパクト化・高効率化を製品化しました。 

４．マルチ組換えロースターの製品化 

  →部品の共通化を図り、どの機種にも組換えできる無煙ロースターの開発をしました。 

５．防災型ロースターの開発 

  →より防災機能を充実させた無煙ロースターの開発をしました。 

６．省エネルギー化製品の研究・開発 

  →省エネだけでなく、再資源化率を高めた製品の開発を目指しました。 



７【財政状態及び経営成績の分析】 

(1）財政状態 

当事業年度の資産合計は、3,757百万円（前事業年度末は4,053百万円）となり、295百万円減少しました。 

その要因は、流動資産において有価証券が111百万円、売掛金が123百万円減少したことによるものです。また固

定資産においても、投資有価証券が157百万円減少したことによるものです。 

当事業年度の負債合計は、1,102百万円（前事業年度末は1,218百万円）となり、115百万円減少しました。 

その要因は、流動負債において短期借入金が50百万円、未払法人税等が59百万円減少したことによるものです。

また、社債は償還により50百万円減少しました。一方、固定負債においては、役員退職慰労引当金が62百万円増加

したことによるものです。 

 当事業年度の純資産合計は、2,654百万円（前事業年度末は2,834百万円）となり、180百万円減少しました。 

 その要因は、利益剰余金が132百万円、その他有価証券評価差額金が47百万円減少したことによるものです。 

(2）経営成績 

 当事業年度の売上高は、3,682百万円（前期比2.5％減）となりました。 

 営業利益は、原材料価格の高騰やシートキーの採用により製品原価が上昇し、利益率が低下したため、162百万

円（前期比22.7％減）となりました。経常利益は有価証券売却益（21百万円）を計上したために、177百万円（前

期比49.7％減）となりました。 

 また、特別損失で投資有価証券評価損97百万円、役員退職慰労引当金繰入額55百万円を計上いたしました。 

 その結果、当期純損失61百万円（前期は254百万円の利益）となりました。 

① 売上高について 

 当事業年度における売上高は、3,682百万円（前事業年度比2.5％減 96百万円減）でありました。当事業年度

は、米国産牛肉が輸入再開されましたが、輸入量は少なく、そのため国産牛、米国産牛共に価格が高止まりの状

態が続いております。焼肉店の経営は依然として厳しく、チェーン店、個人店共に新規出店や改装意欲はまだま

だ低く、厳しい状況が続いていることが要因であります。 

② 売上原価および売上総利益について 

 当事業年度における売上原価は、2,490百万円（前事業年度比0.6％減 14百万円減）でありました。当事業年

度は、金属類の品不足により原材料が高騰し、製品の原価が2.2％上昇しました。その結果、前事業年度と比較

して売上原価の金額は減少しましたが、売上原価率は1.3％上昇しました。これにより、当事業年度の売上総利

益は1,191百万円（前事業年度比6.4％減 81百万円減）となりました。 

③ 販売費及び一般管理費について 

 販売費及び一般管理費は、1,028百万円（前事業年度比3.1％減 33百万円減）となりました。減少した要因

は、役員報酬（前事業年度比11百万円減）、退職給付費用（前事業年度比8百万円減）、広告宣伝費（前事業年

度比7百万円減）、役員賞与引当金繰入額（前事業年度比6百万円減）であります。 



④ 経常損益について 

 当事業年度における経常利益は、177百万円（前事業年度比49.7％減 175百万円減）となりました。当事業年

度は、売買目的有価証券の一部を売却し、売却益21百万円（前事業年度は売却益108百万円）を計上しました。

また、未売却の売買目的有価証券につきましては、評価損11百万円（前事業年度は評価益18百万円）を計上しま

した。 

⑤ 当期純損益について 

 当事業年度は、特別利益において投資有価証券売却益55百万円計上し、特別損失において投資有価証券売却損

11百万円、投資有価証券評価損97百万円、役員退職慰労引当金繰入額55百万円を計上した結果、税引前当期純利

益は68百万円となりました。また、法人税、住民税及び事業税を69百万円、法人税等調整額61百万円を計上した

ことにより、当期純損失61百万円となりました。 

なお、キャッシュ・フローの分析は、「第２事業の状況 1.業績等の概要 （2）キャッシュ・フロー」の項

目をご参照下さい。 



第３【設備の状況】 

１【設備投資等の概要】 

 設備の更新、生産能力の拡充合理化のために必要な設備投資を実施しております。当事業年度は製品の品質向上お

よびコストダウンを図るために、金型の更新20百万円の投資を行いました。なお、当事業年度中に重要な影響を及ぼ

す設備の売却、撤去等はありません。 

 （注） この項に記載の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２【主要な設備の状況】 

 当社は、無煙ロースターの製造販売およびその据付工事を内容とした単一事業を営んでおり、国内に１ヶ所の工

場、また６ヶ所に支店、営業所を有している他、保養所を設けております。 

 以上のうち、主要な設備は、以下のとおりであります。 

平成19年６月30日現在 

 （注）１．土地の面積については、（ ）で記載しております。 

２．従業員は就業人員であり、臨時従業員数は［ ］内に外数で記載しております。 

３．現在休止中の主要な設備はありません。 

４．上記の他、主要なリース設備として、以下のものがあります。 

事業所名 
（所在地） 

設備の内容 

帳簿価額（千円） 
従業員数 
（人） 建物及び 

構築物 
機械装置 

土地 
（面積㎡） 

その他 合計 

本社 

（名古屋市名東区） 
統括業務施設 53,517 － 

297,883 

(1,949) 
50,295 401,696 

8 

[2] 

名古屋工場 

（愛知県西加茂郡） 

無煙ロースター生

産設備 
36,486 1,781 

274,445 

(2,406) 
37,462 350,176 

18 

[8] 

東京支店 

（東京都北区） 
販売設備 1,549 － － － 1,549 15 

大阪支店 

（大阪府吹田市） 
販売設備 756 － － 177 934 

12 

[1] 

名古屋支店 

（名古屋市名東区） 
販売設備 8,526 － － 512 9,039 14 

札幌支店 

（札幌市白石区） 
販売設備 1,950 － － － 1,950 5 

仙台営業所 

（仙台市太白区） 
販売設備 － － － 70 70 

3 

[1] 

福岡営業所 

（福岡市博多区） 
販売設備 － － － 95 95 3 

名称 台数 期間 
年間リース料 
（千円） 

リース契約残高 
（千円） 

ソフトウェア 

オフィスコンピュータ関係 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 

一式 60カ月 1,171 4,101 

車両関係 

（所有権移転外ファイナンス・リース） 
２台 36カ月及び57カ月 3,776 9,649 



３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社の設備投資については、今後３年間の景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しておりま

す。 

 なお、当事業年度末現在における重要な設備の新設の計画は次のとおりであります。 

事業所名 
（所 在 地） 

設備の 
内容 

投資予定金額 
資金調達 
方法 

着手及び完了予定月日 
完成後の 
増加能力 総額 

（千円） 
既支払額 
（千円） 

着手 完了 

名古屋工場 

(愛知県西加茂郡)  
金型 35,000 － 自己資金 

平成19年 

10月 

平成20年 

６月 

品質の向上を

図るものであ

ります。 



第４【提出会社の状況】 

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

②【発行済株式】 

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

(3）【ライツプランの内容】 

 該当事項はありません。 

種類 発行可能株式総数（株） 

普通株式 14,775,000 

計 14,775,000 

種類 
事業年度末現在発行数（株） 

（平成19年６月30日） 
提出日現在発行数（株） 
（平成19年９月28日） 

上場証券取引所名又は
登録証券業協会名 

内容 

普通株式 6,140,850 同左 ジャスダック証券取引所 － 

計 6,140,850 同左 － － 



(4）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注） 上記の増加は、株式分割（１：1.5）によるものであります。 

(5）【所有者別状況】 

 （注）自己株式480,597株は「個人その他」に4,805単元、「単元未満株式の状況」に97株含まれております。 

年月日 
発行済株式総
数増減数 

（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成13年８月20日 2,046,950 6,140,850 ― 639,307 ― 595,887 

  平成19年６月30日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数100株） 
単元未満株
式の状況
（株） 

政府及び地
方公共団体 

金融機関 証券会社 
その他の法
人 

外国法人等 
個人その他 計 

個人以外 個人 

株主数（人） － 9 5 35 － 2 1,573 1,624 ― 

所有株式数

（単元） 
－ 3,212 65 23,323 － 17 34,787 61,404 450 

所有株式数の

割合（％） 
－ 5.23 0.11 37.98 － 0.03 56.65 100.0 ― 



(6）【大株主の状況】 

 （注） 上記の他、480,597株自己株式を所有しております。 

(7）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

②【自己株式等】 

(8）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  平成19年６月30日現在

氏名又は名称 住所 
所有株式数 
（百株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

ヤマタケ総業㈲ 愛知県愛知郡長久手町1112 15,658 25.50 

㈱トーラスリアルティ 札幌市白石区米里１条3-5-10 3,720 6.06 

山田 武司 愛知県愛知郡長久手町 3,243 5.28 

竹田 和平 名古屋市天白区 3,000 4.89 

シンポ取引先持株会 名古屋市名東区若葉台110 1,842 3.00 

㈱百五銀行 三重県津市岩田21-27 1,500 2.44 

名古屋中小企業投資育成㈱ 名古屋中村区名駅1-16-30 1,500 2.44 

シンポ従業員持株会 名古屋市名東区若葉台110 1,337 2.18 

山田 清久 愛知県愛知郡長久手町 663 1.08 

山田 みさ子 愛知県愛知郡長久手町 663 1.08 

計 － 33,128 53.95 

  平成19年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 480,500 － － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 5,659,900 56,599 － 

単元未満株式 普通株式  450 － － 

発行済株式総数 6,140,850 － － 

総株主の議決権 － 56,599 － 

  平成19年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称 

所有者の住所 
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

シンポ㈱ 
愛知県名古屋市名東

区若葉台110番地 
480,500 － 480,500 7.82 

計 － 480,500 － 480,500 7.82 



２【自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類等】 

該当事項はありません。 

(1)【株主総会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(2)【取締役会決議による取得の状況】 

該当事項はありません。 

(3)【株主総会決議又は取締役会決議に基づかないものの状況】 

該当事項はありません。 

(4)【取得自己株式の処理状況及び保有状況】  

（注）当期間における保有自己株式には、平成19年９月１日からこの有価証券報告書提出日までの単元未満株式の買取

りによる株式は含まれておりません。 

区分 

当事業年度 当期間 

株式数（株） 
処分価額の総額

（円） 
株式数（株） 

処分価額の総額
（円） 

引き受ける者の募集を行った取得自己株式 － － － － 

消却の処分を行った取得自己株式 － － － － 

合併、株式交換、会社分割に係る移転を行っ

た取得自己株式 
－ － － － 

その他 

（－） 
－ － － － 

保有自己株式数 480,597 － 480,597 － 



３【配当政策】 

 利益配分につきましては、業績を鑑みた安定的な配当を行うことを基本に、配当性向を勘案しております。当社の

剰余金の配当は、中間配当及び期末配当の年２回を基本方針としております。配当の決定機関は、中間配当は取締役

会、期末配当は株主総会であります。現在のところ、年間の当期純利益及び社会情勢等を見極めて利益処分をしてお

りますので、中間配当は行っておらず、期末配当のみを実施しております。従いまして、当事業年度は、１株当たり

10円00銭の配当とさせていただきます。 

 内部留保資金につきましては、今後予想される経営環境の変化に対応すべく、今まで以上にコスト競争力を高め、

市場ニーズに応える技術、製造体制を強化し、さらにはグローバル戦略の展開を図るために有効投資してまいりたい

と考えております。 

 当社は、「取締役会の決議により、毎年12月31日を基準日として、中間配当を行うことができる。」旨を定款に定

めております。 

（注）基準日が当事業年度に属する剰余金の配当は、以下のとおりであります。 

４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、平成16年12月13日よりジャスダック証券取引所におけるものであり、それ以前は日本証券業

協会の公表のものであります。なお、第35期の事業年度別最高・最低株価のうち、※は日本証券業協会の公表の

ものであります。 

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注） 最高・最低株価は、ジャスダック証券取引所におけるものであります。 

決議年月日 
配当金の総額 

（千円） 

１株当たり配当額 

（円） 

平成19年９月27日 

定時株主総会決議 
56,602 10円00銭 

回次 第33期 第34期 第35期 第36期 第37期 

決算年月 平成15年６月 平成16年６月 平成17年６月 平成18年６月 平成19年６月 

最高（円） 415 470 
489 

※390 
600 490 

最低（円） 275 301 
350 

※348 
410 398 

月別 平成19年１月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 

最高（円） 441 445 444 432 429 433 

最低（円） 410 400 407 408 410 401 



５【役員の状況】 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 
株式数 

（百株） 

代表取締役 

社長 
  山田 武司 昭和14年11月23日生

昭和34年４月 岩田興業株式会社入社 

昭和39年４月 中栄工業株式会社入社 

昭和46年４月 株式会社エーワイ食機（現シンポ

株式会社）設立 

  代表取締役社長に就任（現任） 

平成２年４月 ヤマタケ総業有限会社社長に就任

（現任） 

平成12年６月 日本外食トラスト株式会社監査役

に就任（現任） 

(注)３ 3,243 

常務取締役 営業本部長 田中 利明 昭和32年12月13日生

昭和51年12月 当社入社 

平成２年10月 当社取締役社長室長に就任 

平成３年７月 当社取締役営業本部長兼東京支店

長に就任 

平成８年２月 当社取締役営業本部長兼大阪支店

長に就任 

平成11年４月 当社常務取締役営業本部長に就任

（現任） 

(注)３  375 

取締役 管理本部経理部長 水野 泰彦 昭和29年６月14日生

昭和53年４月 梶田純三税理士事務所入社 

平成元年７月 当社入社 

平成６年11月 当社総務部次長に就任 

平成８年４月 当社経理部部長に就任 

平成９年９月 当社取締役管理本部経理部長に就

任（現任） 

(注)３  365 

取締役 北海道支社長 片岡 光男 昭和40年11月20日生

平成５年12月 当社入社 

平成14年４月 当社札幌支店長に就任 

平成19年９月 当社取締役に就任（現任） 

(注)３  － 

取締役   林 忠男 昭和10年１月23日生

昭和35年４月 リンナイ株式会社入社 

昭和61年２月 日本合同ファイナンス株式会社

（現株式会社ジャフコ）入社 

平成９年１月 有限会社ティーエイチコンサルテ

ィング代表取締役社長に就任（現

任） 

平成９年９月 当社取締役に就任（現任） 

(注)３  55 

常勤監査役   岡田 隆 昭和14年１月11日生

昭和32年３月 株式会社百五銀行入行 

平成６年１月 百五リース株式会社入社 

平成11年２月 株式会社ヘルシーファミリー入社 

平成13年９月 当社常勤監査役に就任（現任） 

(注)４  － 

監査役   岡田 勝男 昭和12年12月15日生

昭和36年４月 株式会社高岳製作所入社 

平成３年７月 タカックシステム株式会社入社 

平成４年10月 有限会社ＯＨＫ研究所設立 

  代表取締役社長に就任（現任） 

平成６年９月 当社監査役に就任（現任） 

(注)５  － 

 



 （注）１．取締役 林忠男は、会社法第２条第15号に定める社外取締役であります。 

２．監査役 岡田隆、岡田勝男は、会社法第２条第16号に定める社外監査役であります。 

３．平成19年９月27日開催の定時株主総会の終結から２年間 

４．平成17年９月28日開催の定時株主総会の終結から４年間 

５．平成19年９月27日開催の定時株主総会の終結から４年間 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴 任期 
所有 
株式数 

（百株） 

監査役   菊田 六郎 昭和10年12月８日生

昭和35年３月 株式会社菊田工務店に入社 

昭和61年８月 株式会社菊田工務店の代表取締役

社長に就任 

平成10年４月 株式会社菊田工務店を退社 

平成12年７月 当社に入社 

平成19年９月 当社監査役に就任（現任） 

(注)５  － 

        計   4,038 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

(1)コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

    当社のコーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方は、株主の代理人として選ばれた取締役で構成する取

締役会が「株主への義務の履行」「株主の利益」を念頭におき、経営責任及び報告責任を果たすための体制を整備

することです。 

(2)コーポレート・ガバナンスに関する施策の実施状況 

①会社の機関の基本状況 

    当社は取締役、監査役体制を軸に、コーポレート・ガバナンスの充実を図っております。そして、経営の意思

決定に関する合議体制として、取締役会を毎月１回開催しております。この取締役会には、監査役も出席し、取

締役会のチェック機能の役割も果たしております。監査役会につきましては、社外監査役２名を含む３名で構成

され、取締役会と同様に毎月１回開催し、会社の業務運営全般にわたる監査に取り組んでおります。 

②内部監査及び内部統制の状況 

 内部監査は、監査室が監査方針および内部監査計画に基づき業務全般にわたり、定期的な内部監査を実施して

おります。また、内部管理体制の整備、運用状況について当社は、社長の指名により構成された内部監査チーム

（２名）によって、定期的に各部門の業務執行が法令、社内規定に違反することなく遂行されているかを監査

し、その監査報告と改善に向けた助言、提言を行っております。監査役も随時内部監査に同行し、内部監査チー

ムと連携して業務監査を実施しております。 

 また監査役は、会計監査人による監査に立会ったり、監査終了時には会計監査人と会社の重要事項等について

の情報交換や意見交換を行うなど、監査役と会計監査人で連携をし監査の実効性を高めております。 

 社内規定につきましては、随時内容を整備し、徹底を図っております。内部管理体制の充実に向けた取組み

は、上記の社内規定の整備と内部監査による改善を主軸に進めてまいりました。法令の遵守、インサイダー取引

の禁止、情報・リスク管理、人権尊重など役員及び従業員全員が遵守しなければならない基本事項の徹底を図っ

ております。 

③会計監査人 

 従来、みすず監査法人と監査契約を締結しておりましたが、同法人の解散に伴い、平成19年６月30日付で当該

契約を合意解除しております。その後、平成19年７月１日付にて、あずさ監査法人と監査契約を締結しておりま

す。 



④当社のコーポレート・ガバナンス体制を図式化すると次のとおりとなります。 

(3)社外取締役及び社外監査役との関係 

社外取締役１名及び社外監査役２名は、当社との間に特別な利害関係はありません。 

(4)役員報酬等の内容 

当事業年度における取締役及び監査役に対する報酬等の総額 

（注）１．取締役の報酬等には、使用人兼務取締役の使用人分給与は含まれておりません。 

２．取締役の報酬限度額は、平成12年９月27日開催の第30期定時株主総会決議にお

いて年額300,000千円以内（ただし、使用人分給与は含まない。）と決議いただ

いております。 

３．監査役の報酬限度額は、平成12年９月27日開催の第30期定時株主総会決議にお

いて年額36,000千円以内と決議いただいております。 

４．報酬等には、当事業年度に係る役員賞与引当金繰入額12,000千円（取締役分

11,500千円、監査役分500千円）が含まれております。 

区 分 支給人員 報酬等 

取締役  

（社外取締役）  

５名 

（１名） 

97,905千円 

（2,700千円） 

監査役 

（社外監査役） 

３名 

（２名） 

5,300千円 

（4,000千円） 

合 計 
８名 

（３名） 

103,205千円 

（6,700千円） 



(5)監査報酬の内容 

平成19年６月期における当社のあずさ監査法人に対する報酬額は次のとおりであります。 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬    3,116千円 

上記以外の業務に基づく報酬                  －千円 

なお、従来よりみすず監査法人と監査契約を締結しておりましたが、同法人の解散に伴い、平成19年６月30日付

で当該契約を合意解除しております。 

平成19年６月期における当社のみすず監査法人に対する報酬額は次のとおりであります。 

公認会計士法第２条第１項に規定する業務に基づく報酬    4,883千円 

上記以外の業務に基づく報酬                  －千円 

(6)取締役の定数 

当社の取締役は15名以内とする旨定款に定めております。 

(7)取締役の選任の決議要件 

当社は、取締役の選任議案について、議決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主

が出席し、その議決権の過半数をもって行う旨定款に定めております。 

(8)株主総会の特別決議要件 

当社は、会社法第309条第２項に定める決議は、定款に別段の定めがある場合を除き、当該株主総会において議

決権を行使することができる株主の議決権の３分の１以上を有する株主が出席し、出席した当該株主の議決権の３

分の２以上をもって行う旨定款に定めております。これは、株主総会における特別決議の定足数を緩和することに

より、株主総会の円滑な運営を行うことを目的とするものであります。 

(9)自己株式の取得決議 

当社は、自己の株式の取得について、経済情勢の変化に対応して、機動的な資本政策の遂行を可能にするため、

会社法165条第２項の規定に基づき、取締役会の決議によって自己の株式を取得することができる旨を定款で定め

ております。 

(10)会計監査の状況 

①業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人 

田島 和憲（あずさ監査法人）  監査継続年数１年 

柴田 光明（あずさ監査法人）  監査継続年数５年 

②監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士  ４名 

その他    ５名 



第５【経理の状況】 

１．財務諸表の作成方法について 

 当社の財務諸表は「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号。以下「財務

諸表等規則」という。）に基づいて作成しております。 

 第36期事業年度（平成17年７月１日から平成18年６月30日まで）は、改正前の財務諸表等規則に基づき、第37期事

業年度（平成18年7月1日から平成19年６月30日まで）は、改正後の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前事業年度（平成17年７月１日から平成18年６月30日まで）の

財務諸表については、みすず監査法人により監査を受け、当事業年度（平成18年７月１日から平成19年６月30日ま

で）の財務諸表については、あずさ監査法人により監査を受けております。 

 なお、当社の監査人は次のとおり交代しております。 

前事業年度   みすず監査法人 

当事業年度   あずさ監査法人 

３．連結財務諸表について 

 当社は子会社がありませんので、連結財務諸表を作成しておりません。 



【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
第36期 

（平成18年６月30日） 
第37期 

（平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（資産の部）              

Ⅰ 流動資産              

１．現金及び預金     607,654     708,309  

２．受取手形 ※２   106,630     141,904  

３．売掛金     583,780     460,608  

４．有価証券     183,027     71,309  

５．商品     45     89  

６．製品     －     1,309  

７．原材料     143,963     126,084  

８．仕掛品     17,071     18,941  

９．貯蔵品     13,627     18,782  

10．前払費用     8,629     1,902  

11．繰延税金資産     22,488     11,781  

12．短期保険積立金     －     8,575  

13．その他     2,309     1,373  

14．貸倒引当金     △3,400     △800  

流動資産合計     1,685,827 41.6   1,570,171 41.8 

Ⅱ 固定資産              

１．有形固定資産              

(1）建物 ※１ 368,340     368,580    

減価償却累計額   267,948 100,391   275,284 93,295  

(2）構築物   43,057     43,057    

減価償却累計額   32,349 10,708   33,565 9,492  

(3）機械及び装置   16,960     18,060    

減価償却累計額   15,418 1,541   16,278 1,781  

(4）工具、器具及び備品   473,478     494,495    

減価償却累計額   387,778 85,699   405,880 88,614  

(5）土地 ※１   572,329     572,329  

有形固定資産合計     770,670 19.0   765,512 20.4 

 



   
第36期 

（平成18年６月30日） 
第37期 

（平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

２．無形固定資産              

(1）ソフトウェア     154     30  

(2）電話加入権     4,295     4,295  

無形固定資産合計     4,450 0.1   4,326 0.1 

３．投資その他の資産              

(1）投資有価証券     1,348,677     1,191,064  

(2）長期貸付金     11,000     10,175  

(3）破産債権等     10,405     17,512  

(4）長期前払費用     30,235     32,314  

(5）繰延税金資産     119,411     101,531  

(6）保険積立金     17,391     14,657  

(7）差入保証金     25,294     23,780  

(8）会員権等     38,500     38,500  

(9）その他     1,743     1,270  

(10）貸倒引当金     △10,552     △13,670  

投資その他の資産合計     1,592,107 39.3   1,417,135 37.7 

固定資産合計     2,367,228 58.4   2,186,974 58.2 

資産合計     4,053,055 100.0   3,757,145 100.0 

               
 



   
第36期 

（平成18年６月30日） 
第37期 

（平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（負債の部）              

Ⅰ 流動負債              

１．買掛金     93,415     107,126  

２．短期借入金 ※１   470,000     420,000  

３．１年内返済予定長期借
入金 

    16,520     －  

４. 1年内償還予定社債     50,000     100,000  

５．未払金     164,604     151,037  

６．未払費用     27,407     30,271  

７．未払法人税等     96,240     37,017  

８．未払消費税等     12,146     4,926  

９．前受金     6,381     22,522  

10．預り金     12,637     16,715  

11．賞与引当金     10,200     13,200  

12. 役員賞与引当金     18,000     12,000  

13．その他     253     543  

流動負債合計     977,806 24.1   915,361 24.4 

Ⅱ 固定負債              

１．社債     100,000     －  

２．退職給付引当金     128,808     112,771  

３．役員退職慰労引当金     －     62,633  

４．預り保証金     12,000     12,000  

固定負債合計     240,808 5.9   187,404 5.0 

負債合計     1,218,614 30.0   1,102,765 29.4 

 



   
第36期 

（平成18年６月30日） 
第37期 

（平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比
（％）

金額（千円） 
構成比 
（％） 

（純資産の部）              

Ⅰ 株主資本              

１．資本金     639,307 15.7   639,307 17.0 

２．資本剰余金              

(1）資本準備金   595,887     595,887    

資本剰余金合計     595,887 14.7   595,887 15.9 

３．利益剰余金              

(1）利益準備金   159,826     159,826    

(2）その他利益剰余金              

別途積立金   1,250,000     1,400,000    

繰越利益剰余金   297,043     14,578    

利益剰余金合計      1,706,870 42.1   1,574,405 41.9 

４．自己株式     △188,062 △4.6   △188,062 △5.0 

株主資本合計     2,754,002 67.9   2,621,538 69.8 

Ⅱ 評価・換算差額等              

１．その他有価証券評価差
額金 

    80,438 2.0   32,841 0.8 

評価・換算差額等合計     80,438 2.0   32,841 0.8 

純資産合計     2,834,440 69.9   2,654,380 70.6 

負債純資産合計     4,053,055 100.0   3,757,145 100.0 

               



②【損益計算書】 

   
第36期 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

第37期 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅰ 売上高              

１．製品売上高   1,201,747     1,229,985    

２．商品売上高   404,990     571,216    

３．材料売上高   622,166     643,388    

４．工事売上高   1,549,546 3,778,450 100.0 1,237,782 3,682,373 100.0 

Ⅱ 売上原価              

１．製品売上原価              

(1）期首製品棚卸高   856     －    

(2）当期製品製造原価 ※１ 633,089     677,315    

(3) 期末製品棚卸高   －     1,309    

製品売上原価   633,945     676,005    

２．商品売上原価              

(1) 期首商品棚卸高   159     45    

(2) 当期商品仕入高   347,131     512,950    

(3) 期末商品棚卸高   45     89    

商品売上原価   347,245     512,907    

３．材料売上原価              

材料売上原価   317,224     356,428    

４．工事売上原価              

工事売上原価   1,207,230 2,505,646 66.3 945,476 2,490,817 67.6 

売上総利益     1,272,804 33.7   1,191,556 32.4 

 



   
第36期 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

第37期 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅲ 販売費及び一般管理費              

１．販売手数料   11,169     8,861    

２．荷造運賃   7,888     8,922    

３．広告宣伝費   32,819     25,782    

４．貸倒引当金繰入額   －     1,217    

５．役員報酬   102,900     91,205    

６．役員賞与引当金繰入額   18,000     12,000    

７．役員退職慰労引当金繰
入額 

  －     7,037    

８．給料及び賞与   396,923     374,500    

９．賞与引当金繰入額   500     3,000    

10．退職給付費用   43,837     31,722    

11．法定福利費   43,121     45,313    

12．旅費交通費   87,848     77,173    

13．租税公課   12,037     9,869    

14．地代家賃   41,862     35,003    

15．減価償却費   5,593     4,964    

16．研究開発費   －     61,192    

17．その他 ※１ 257,473 1,061,975 28.1 230,922 1,028,689 28.0 

営業利益     210,828 5.6   162,867 4.4 

Ⅳ 営業外収益              

１．受取利息   2,323     885    

２．受取配当金   8,316     4,148    

３．有価証券売却益   108,254     21,890    

４．有価証券評価益   18,010     －    

５ 投資事業組合利益   10,221     －    

６．企業年金剰余金   －     3,953    

７．その他   3,440 150,567 4.0 4,237 35,114 1.0 

Ⅴ 営業外費用              

１．支払利息   6,716     7,069    

２．社債利息   1,248     892    

３．有価証券評価損    －     11,758    

４．投資事業組合損失   － 7,964 0.2 629 20,349 0.6

経常利益     353,431 9.4   177,632 4.8 

 



   
第36期 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

第37期 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
百分比
（％）

金額（千円） 
百分比 
（％） 

Ⅵ 特別利益              

１．投資有価証券売却益   －     55,162     

２．貸倒引当金戻入益    9,600 9,600 0.2 － 55,162 1.5 

Ⅶ 特別損失              

１．投資有価証券売却損   5,140     11,300    

２．固定資産売却損   21     －    

３．投資有価証券評価損   23,362     97,490    

４．役員退職慰労引当金繰
入額 

  － 28,524 0.8 55,596 164,386 4.4 

税引前当期純利益     334,507 8.8   68,408 1.9 

法人税、住民税及び事
業税 

  91,000     69,000    

法人税等調整額   △10,805 80,194 2.1 61,119 130,119 3.6 

当期純利益又は当期純
損失(△) 

    254,312 6.7   △61,711 △1.7 

               



製品製造原価明細書 

 （注） 

材料売上原価明細書 

   
第36期 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

第37期 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

金額（千円） 
構成比 
（％） 

Ⅰ 材料費   517,244 81.6 568,650 82.9 

Ⅱ 労務費   79,906 12.6 79,113 11.5 

Ⅲ 経費 ※２ 36,540 5.8 38,417 5.6 

当期総製造費用   633,691 100.0 686,182 100.0 

 期首仕掛品棚卸高   46   69   

 期末仕掛品棚卸高   69   166   

 他勘定振替高  ※３ 579   8,770   

当期製品製造原価   633,089   677,315   

           

第36期 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

第37期 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

 １ 原価計算の方法 

 総合原価計算制度を採用しております。 

 １ 原価計算の方法 

同    左 

※２ 経費の主な内訳 ※２ 経費の主な内訳 

減価償却費         19,861千円 減価償却費         22,674千円

※３ 他勘定振替高の内訳 

貯蔵品振替                579千円 

※３ 他勘定振替高の内訳 

貯蔵品振替              8,770千円 

   
第36期 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

第37期 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

材料仕入高より振替   306,785 342,758 

荷造運賃   10,439 13,670 

材料売上原価   317,224 356,428 

       



工事売上原価明細書 

   
第36期 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

第37期 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

工事材料費   132,580 148,723 

工事外注費   992,098 709,080 

荷造運賃   83,478 89,445 

期首仕掛品棚卸高   16,075 17,001 

差引：期末仕掛品棚卸高   17,001 18,775 

工事売上原価   1,207,230 945,476 

       



③【株主資本等変動計算書】 

前事業年度（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成17年６月30日 残高(千円) 639,307 595,887 595,887 159,826 1,400,000 △45,667 1,514,159 △188,062 2,561,292 

事業年度中の変動額                  

別途積立金の取崩し － － － － △150,000 150,000 － － － 

剰余金の配当 － － － － － △56,602 △56,602 － △56,602 

利益処分による役員賞与 － － － － － △5,000 △5,000 － △5,000 

当期純利益 － － － － － 254,312 254,312 － 254,312 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
－ － － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計(千円) － － － － △150,000 342,710 192,710 － 192,710 

平成18年６月30日残高(千円) 639,307 595,887 595,887 159,826 1,250,000 297,043 1,706,870 △188,062 2,754,002 

 
評価・換算差額等 

純資産合計額 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成17年６月30日 残高(千円) 33,976 33,976 2,595,269 

事業年度中の変動額      

別途積立金の取崩し － － － 

剰余金の配当 － － △56,602 

利益処分による役員賞与 － － △5,000 

当期純利益 － － 254,312 

株主資本以外の項目の事業年度中の変

動額（純額） 
46,461 46,461 46,461 

事業年度中の変動額合計(千円) 46,461 46,461 239,171 

平成18年６月30日残高(千円) 80,438 80,438 2,834,440 



当事業年度（自平成18年７月１日 至平成19年６月30日） 

 

株主資本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 

自己株式 
株主資本
合計 資本準備

金 
資本剰余
金合計 

利益準備
金 

その他利益剰余金 
利益剰余
金合計 別途積立

金 
繰越利益
剰余金 

平成18年６月30日 残高(千円) 639,307 595,887 595,887 159,826 1,250,000 297,043 1,706,870 △188,062 2,754,002 

事業年度中の変動額                  

別途積立金の積立 － － － － 150,000 △150,000 － － － 

剰余金の配当 － － － － － △70,753 △70,753 － △70,753 

当期純損失 － － － － － △61,711 △61,711 － △61,711 

株主資本以外の項目の事業年

度中の変動額（純額） 
－ － － － － － － － － 

事業年度中の変動額合計(千円) － － － － 150,000 △282,464 △132,464 － △132,464 

平成19年６月30日残高(千円) 639,307 595,887 595,887 159,826 1,400,000 14,578 1,574,405 △188,062 2,621,538 

 
評価・換算差額等 

純資産合計額 
その他有価証券評価差額金 評価・換算差額等合計 

平成18年６月30日 残高(千円) 80,438 80,438 2,834,440 

事業年度中の変動額      

別途積立金の積立 － － － 

剰余金の配当 － － △70,753 

当期純損失 － － △61,711 

株主資本以外の項目の事業年度中の変

動額（純額） 
△47,596 △47,596 △47,596 

事業年度中の変動額合計(千円) △47,596 △47,596 △180,060 

平成19年６月30日残高(千円) 32,841 32,841 2,654,380 



④【キャッシュ・フロー計算書】 

   
第36期 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

第37期 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

税引前当期純利益   334,507 68,408 

減価償却費   25,454 27,638 

貸倒引当金の増減額 
（減少：△） 

  △9,600 517 

賞与引当金の増減額 
（減少：△） 

  500 3,000 

役員賞与引当金の増減
額（減少△） 

  18,000 △6,000 

退職給付引当金の増減
額（減少：△） 

  1,972 △16,036 

役員退職慰労引当金の
増減額（減少：△) 

  － 62,633 

受取利息及び受取配当
金 

  △10,639 △5,034 

投資事業組合損益 
（利益：△） 

  △10,221 629 

支払利息   6,716 7,069 

社債利息   1,248 892 

有価証券評価益   △37,971 － 

有価証券評価損   － 11,758 

有価証券売却益   △108,254 △21,890 

投資有価証券評価損   23,362 97,490 

投資有価証券売却益   － △55,162 

投資有価証券売却損   5,140 11,300 

有形固定資産売却損   21 － 

売上債権の増減額 
（増加：△） 

  107,686 104,037 

たな卸資産の増減額 
（増加：△） 

  △32,794 9,501 

仕入債務の増減額 
（減少：△） 

  9,468 13,711 

未払消費税等の増減額
（減少：△） 

  2,863 △7,220 

役員賞与の支払額   △5,000 － 

その他   △11,838 △6,723 

小計   310,620 300,521 

 



   
第36期 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

第37期 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

利息及び配当金の受取
額 

  10,639 5,034 

利息の支払額   △7,964 △7,962 

法人税等の支払額   △192 △128,223 

営業活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  313,103 169,369 

Ⅱ 投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

定期預金の預入による
支出 

  △280,565 △297,198 

定期預金の払戻による
収入 

  295,545 292,132 

有価証券の取得による
支出 

  △113,724 － 

有価証券の売却による
収入 

  434,626 121,850 

有形固定資産の取得に
よる支出 

  △132,083 △22,356 

投資有価証券の取得に
よる支出 

  △329,497 △283,925 

投資有価証券の売却に
よる収入 

  24,660 287,940 

投資事業組合の分配金
による収入 

  26,700 19,212 

貸付けによる支出   △11,900 △10,200 

貸付金の回収による収
入 

  11,900 10,200 

 その他の増減   6,778 △4,464 

投資活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △67,560 113,190 

 



   
第36期 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

第37期 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅲ 財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

     

短期借入れによる収入   780,000 1,270,000 

短期借入金の返済によ
る支出 

  △867,000 △1,320,000 

長期借入金の返済によ
る支出 

  △66,720 △16,520 

社債の償還による支出   △20,000 △50,000 

配当金の支払額   △56,493 △70,451 

財務活動によるキャッシ
ュ・フロー 

  △230,213 △186,971 

Ⅳ 現金及び現金同等物の増
減額 

  15,329 95,589 

Ⅴ 現金及び現金同等物の期
首残高 

  408,761 424,090 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期
末残高 

※1 424,090 519,679 

       



重要な会計方針 

項目 
第36期 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

第37期 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1）売買目的有価証券 

 時価法（売却原価は移動平均法によ

り算定）を採用しております。 

(1）売買目的有価証券 

同左 

  (2）その他有価証券 

時価のあるもの 

 決算日の市場価格等に基づく時価

法（評価差額は全部純資産直入法に

より処理し、売却原価は移動平均法

により算定）を採用しております。 

(2）その他有価証券 

時価のあるもの 

同左 

  時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価法を採用

しております。 

時価のないもの 

 移動平均法に基づく原価法を採用

しております。 

 なお、投資事業有限責任組合への

出資（証券取引法第２条第２項によ

り有価証券とみなされるもの）につ

いては、組合契約に規定される決算

報告日に応じて入手可能な最近の決

算書を基礎とし、持分相当額を純額

で取り込む方法によっております。 

２．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

(1）製品、仕掛品 

 総平均法による原価法 

(1）製品、仕掛品 

同左 

  (2）商品、原材料 

 移動平均法による原価法 

(2）商品、原材料 

同左 

  (3）貯蔵品 

 最終仕入原価法による原価法 

(3）貯蔵品 

同左 

３．固定資産の減価償却の方

法 

(1）有形固定資産 

 償却方法は定率法によっており、耐

用年数、残存価額については法人税法

に定める基準と同一の基準を採用して

おります。 

(1）有形固定資産 

定率法を採用しております。 

イ 平成19年３月31日以前に取得し

たもの  旧定率法 

ロ 平成19年４月１日以降に取得し

たもの  定率法 

 なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

建物及び構築物   ７～50年 

工具、器具及び備品 ２～20年 

 



項目 
第36期 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

第37期 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

  (2）無形固定資産（ソフトウェア） 

市場販売目的 

 見込販売数量に基づく償却額と見

込有効期間（３年）に基づく均等配

分額を比較し、いずれか多い額を償

却する方法を採用しております。 

自社利用 

 見込利用可能期間（５年）に基づ

く定額法を採用しております。 

(2）無形固定資産（ソフトウェア） 

同左 

４．引当金の計上基準 (1）貸倒引当金 

 債権の貸倒れによる損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率等

により、貸倒懸念債権等、特定の債権

については個別に回収可能性を検討

し、回収不能見込額を計上しておりま

す。 

(1）貸倒引当金 

同左 

  (2）賞与引当金 

 従業員に対して支給する賞与の支出

に備えるため、支給見込額に基づき計

上しております。 

(2）賞与引当金 

同左 

  (3) 役員賞与引当金 

 役員に対する賞与の支給に備えるた

め、支給見込額に基づき計上しており

ます。 

(3) 役員賞与引当金 

同左 

  (4) 退職給付引当金 

 従業員の退職給付に備えるため、当

事業年度末における退職給付債務及び

年金資産の見込額に基づき、当事業年

度末において発生していると認められ

る額を計上しております。 

(4) 退職給付引当金 

同左 

  (5)     ―――――― 

  

(5) 役員退職慰労引当金 

 役員の退職慰労金の支給に備えるた

め、内規に基づく期末要支給額を計上

しております。 

５．リース取引の処理方法  リース物件の所有権が借主に移転する

と認められるもの以外のファイナンス・

リース取引については、通常の賃貸借取

引に係る方法に準じた会計処理によって

おります。 

同左 

６．キャッシュ・フロー計算

書における資金の範囲 

 手許現金、要求払預金及び容易に換金

可能であり、かつ、価値の変動について

僅少なリスクしか負わない取得日から３

ヶ月以内に償還期限の到来する短期投資

を資金として計上しております。 

同左 

７．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

 消費税等の会計処理 

 税抜方式によっております。 

 消費税等の会計処理 

同左 



会計処理の変更 

第36期 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

第37期 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

（固定資産の減損に係る会計基準） 

 当事業年度より、「固定資産の減損に係る会計基準」

（「固定資産の減損に係る会計基準の設定に関する意見

書」（企業会計審議会 平成14年８月９日））及び「固定

資産の減損に係る会計基準の適用指針」（企業会計基準委

員会 平成15年10月31日 企業会計基準適用指針第６号）

を適用しております。これによる損益に与える影響はあり

ません。 

  

―――――――― 

  

  

  

  

  

  

（役員賞与引当金に関する会計基準） 

 役員賞与については、従来、利益処分により未処分利益

の減少として処理しておりましたが、当事業年度から「役

員賞与に関する会計基準」（企業会計基準委員会 平成17

年11月29日 企業会計基準第４号）を適用し、発生した事

業年度の費用として処理しております。これにより、従来

の方法に比べ販売費及び一般管理費の役員賞与引当金繰入

額が18,000千円増加し、営業利益、経常利益及び税引前当

期純利益がそれぞれ18,000千円減少しております。 

  

―――――――― 

  

  

  

  

  

  

  

（貸借対照表の純資産の部の表示に関する会計基準） 

 当事業年度から「貸借対照表の純資産の部の表示に関す

る会計基準」（企業会計基準委員会 平成17年12月９日 

企業会計基準第５号）及び「貸借対照表の純資産の部の表

示に関する会計基準等の適用指針」（企業会計基準委員会

平成17年12月９日 企業会計基準適用指針第８号）を適用

しております。 

 従来の資本の部の合計に相当する金額は2,834,440千円

であります。 

 なお、財務諸表等規則の改正により、当事業年度におけ

る貸借対照表の純資産の部については、改正後の財務諸表

等規則により作成しております。 

  

―――――――― 

  

  

 

 

  

  

  

  

  

  

  

―――――――― 

  

  

  

  

  

  

（固定資産の減価償却方法の変更） 

 平成19年度の法人税法の改正（（所得税法等の一部を改

正する法律 平成19年３月30日 法律第６号）及び（法人

税法施行令の一部を改正する政令 平成19年３月30日 政

令第83号））に伴い、平成19年４月１日以降に取得した資

産については、改正後の法人税法に基づく方法に変更して

おります。 

 これに伴う損益への影響は軽微であります。 

 



表示方法の変更 

第36期 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

第37期 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

  

―――――――― 

 

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

（役員退職慰労金の会計処理の変更） 

 役員に対する退職慰労金は、当事業年度から内規に基づ

く期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法

に変更しております。 

 この変更は、「租税特別措置法上の準備金及び特別法上

の引当金又は準備金並びに役員退職慰労引当金等に関する

監査上の取扱い」（日本公認会計士協会 監査・保証実務

委員会報告第42号 平成19年４月13日）の公表を契機に、

役員の在任期間にわたり合理的に費用を期間配分すること

により、期間損益計算の適正化及び財務内容の健全化を図

るために行ったものであります。 

 これにより、当事業年度発生額7,037千円は販売費及び

一般管理費に計上し、過年度分相当額55,596千円について

は特別損失に計上しております。従来の方法と比較して、

経常利益は7,037千円、税引前当期純利益は62,633千円そ

れぞれ減少しております。 

 なお、上記監査・保証実務委員会報告第42号が当事業年

度の下期に公表されたため、当中間会計期間は従来の方法

によっており、当事業年度との首尾一貫性を欠くことにな

りました。従って、当中間会計期間は、変更後の方法によ

った場合に比べて、経常利益は3,518千円、税引前中間純

利益は59,114千円それぞれ多く計上されております。 

第36期 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

第37期 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

  

―――――――― 

（損益計算書） 

 前事業年度まで販売費及び一般管理費の「その他」に含

めて表示していた「研究開発費」は、販売費及び一般管理

費の100分の５を超えたため区分掲記しております。 

 なお、前事業年度における「研究開発費」は53,079千円

であります。 



注記事項 

（貸借対照表関係） 

（損益計算書関係） 

（株主資本等変動計算書関係） 

前事業年度（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

第36期 
（平成18年６月30日） 

第37期 
（平成19年６月30日） 

※１(1)担保提供資産 ※１(1)担保提供資産 

建物 68,875千円

土地              460,829 

計            529,704 

建物 63,811千円

土地 460,829 

計 524,640 

(2)上記に対応する債務 (2)上記に対応する債務 

※２      ―――――――― 

短期借入金     410,000千円

計            410,000 

※２ 期末日満期手形 

 期末日満期手形の会計処理は手形交換日をもって

決済処理をしております。従って、当事業年度の末

日は金融機関の休日のため、当事業年度末日満期手

形が以下の科目の当事業年度末残高に含まれており

ます。 

  受取手形  5,078千円 

短期借入金 360,000千円

計              360,000 

第36期 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

第37期 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

※１ 研究開発費の総額 

 一般管理費及び当期製造費用   61,168千円

に含まれる研究開発費 

※１ 研究開発費の総額 

 一般管理費及び当期製造費用   61,192千円

に含まれる研究開発費 

株式の種類 前事業年度末株式数(株) 当事業年度増加株式数(株) 当事業年度減少株式数(株) 当事業年度末株式数(株) 

発行済株式         

普通株式 6,140,850 － － 6,140,850 

自己株式         

普通株式 480,597 － － 480,597 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成17年９月28日 

定時株主総会 
普通株式 56,602千円 10円00銭 平成17年６月30日 平成17年９月29日

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
1株当たり配当

額 
基準日 効力発生日 

平成18年９月28日 

定時株主総会  
普通株式 利益剰余金  70,753千円 12円50銭 平成18年６月30日 平成18年９月29日



当事業年度（自 平成18年７月１日 至 平成19年６月30日） 

１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項 

２．配当に関する事項 

(1)配当金支払額 

(2)基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌事業年度となるもの 

（キャッシュ・フロー計算書関係） 

株式の種類 前事業年度末株式数(株) 当事業年度増加株式数(株) 当事業年度減少株式数(株) 当事業年度末株式数(株) 

発行済株式         

普通株式 6,140,850 － － 6,140,850 

自己株式         

普通株式 480,597 － － 480,597 

決議 株式の種類 配当金の総額 １株当たり配当額 基準日 効力発生日 

平成18年９月28日 

定時株主総会 
普通株式 70,753千円 12円50銭 平成18年６月30日 平成18年９月29日

決議予定 株式の種類 配当の原資 配当金の総額 
1株当たり配当

額 
基準日 効力発生日 

平成19年９月27日 

定時株主総会  
普通株式 利益剰余金  56,602千円 10円00銭 平成19年６月30日 平成19年９月28日

第36期 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

第37期 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と貸借対照表に掲

記されている科目の金額との関係 

（平成18年６月30日現在） （平成19年６月30日現在） 

現金及び預金勘定      607,654千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 △183,563 

現金及び現金同等物 424,090 

現金及び預金勘定      708,309千円

預入期間が３ヶ月を超える定期

預金 △188,629 

現金及び現金同等物 519,679 



（リース取引関係） 

第36期 
（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

第37期 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

リース物件の所有権が借主に移転すると認められるもの

以外のファイナンス・リース取引 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

(1）リース物件の取得価額相当額、減価償却累計額相当

額及び期末残高相当額 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

車両運搬具 18,983 11,171 7,812 

ソフトウェア 5,859 585 5,273 

合計 24,842 11,757 13,085 

 
取得価額相
当額 
（千円） 

減価償却累
計額相当額 
（千円） 

期末残高相
当額 
（千円） 

車両運搬具 14,078 4,428 9,649 

ソフトウェア 5,859 1,757 4,101 

合計 19,937 6,186 13,750 

（注） 取得価額相当額は、未経過リース料期末残高が

有形固定資産の期末残高等に占める割合が低い

ため、支払利子込み法により算定しておりま

す。 

（注）         同左 

(2）未経過リース料期末残高相当額 (2）未経過リース料期末残高相当額 

１年内        4,663千円

１年超 8,422 

計 13,085 

１年内     4,948千円

１年超 8,802 

計 13,750 

（注） 未経過リース料期末残高相当額は、未経過リー

ス料期末残高が有形固定資産の期末残高等に占

める割合が低いため、支払利子込み法により算

定しております。 

（注）         同左 

(3）支払リース料及び減価償却費相当額 (3）支払リース料及び減価償却費相当額 

支払リース料         7,087千円

減価償却費相当額          7,087千円

支払リース料           5,949千円

減価償却費相当額           5,949千円

(4）減価償却費相当額の算定方法 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定

額法によっております。 

(4）減価償却費相当額の算定方法 

同左 



（有価証券関係） 

第36期（平成18年６月30日） 

１．売買目的有価証券（平成18年６月30日現在） 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成18年６月30日現在） 

 該当事項はありません。 

３．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの（平成18年６月30日現在） 

 該当事項はありません。 

４．その他有価証券で時価のあるもの（平成18年６月30日現在） 

５．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

６．時価評価されていない主な有価証券の内容（平成18年６月30日現在） 

７．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成18年６月30日現

在） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

当事業年度の損益に含まれた評価差額 
（千円） 

183,027 18,010 

  種類 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

(1)株式 46,420 126,713 80,292 

(2)債券 100,000 103,280 3,280 

(3)その他 434,631 564,172 129,540 

小計 581,052 794,165 213,112 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

(1)株式 359,866 287,636 △72,229 

(2)債券 － － － 

(3)その他 118,800 113,334 △5,466 

小計 478,666 400,970 △77,695 

合計 1,059,718 1,195,136 135,417 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

24,660 － 5,140 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 148,540 

非上場債券   

社債 5,000 

区分 １年以内（千円） 
１年超５年以内 

（千円） 
５年超10年以内 

（千円） 
10年超（千円） 

債券（社債） － 105,000 － － 



第37期（平成19年６月30日） 

１．売買目的有価証券（平成19年６月30日現在） 

２．満期保有目的の債券で時価のあるもの（平成19年６月30日現在） 

 該当事項はありません。 

３．子会社株式及び関連会社株式で時価のあるもの（平成19年６月30日現在） 

 該当事項はありません。 

４．その他有価証券で時価のあるもの（平成19年６月30日現在） 

５．当事業年度中に売却したその他有価証券（自平成18年７月１日 至平成19年６月30日） 

６．時価評価されていない主な有価証券の内容（平成19年６月30日現在） 

７．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額（平成19年６月30日現

在） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

当事業年度の損益に含まれた評価差額 
（千円） 

71,309 △11,758 

  種類 
取得原価 
（千円） 

貸借対照表計上額 
（千円） 

差額（千円） 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えるもの 

(1)株式 46,420 101,544 55,123 

(2)債券 100,000 114,950 14,950 

(3)その他 344,370 411,515 67,145 

小計 490,791 628,009 137,218 

貸借対照表計上額が取

得原価を超えないもの 

(1)株式 384,957 310,017 △74,940 

(2)債券 － － － 

(3)その他 144,136 127,231 △16,904 

小計 529,094 437,248 △91,845 

合計 1,019,885 1,065,258 45,373 

売却額（千円） 売却益の合計額（千円） 売却損の合計額（千円） 

287,940 55,162 11,300 

  貸借対照表計上額（千円） 

その他有価証券  

非上場株式 125,805 

区分 １年以内（千円） 
１年超５年以内 

（千円） 
５年超10年以内 

（千円） 
10年超（千円） 

債券（社債） － 100,000 － － 



（デリバティブ取引関係） 

第36期（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

 当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

第37期（自平成18年７月１日 至平成19年６月30日） 

 当社はデリバティブ取引を全く行っておりませんので、該当事項はありません。 

（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 当社は確定給付型の制度として、適格退職年金制度、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を併用しておりま

す。 

 なお、適格退職年金制度は昭和62年６月１日より、厚生年金基金制度は平成５年７月１日より採用しておりま

す。 

２．退職給付債務に関する事項 

３．退職給付費用に関する事項 

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

 当社は、従業員300人未満であるため簡便法を適用しており、適格退職年金制度については責任準備金、一

時金制度については在籍者の期末要支給額を退職給付債務としております。 

５．複数事業主制度の厚生年金にかかる年金資産の額 

 掛金拠出割合により計算した当社の拠出に対応する年金資産の額は474,639千円であります。 

 
第36期 

（平成18年６月30日現在） 
第37期 

（平成19年６月30日現在） 

(1)退職給付債務（千円） 239,830 227,885 

(2)年金資産（千円） 111,022 115,113 

(3)退職給付引当金（1）－（2）（千円） 128,808 112,771 

 
第36期 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

第37期 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

退職給付費用（千円） 

勤務費用（千円） 

54,469

54,469

45,530

45,530



（ストック・オプション等関係） 

第36期（自平成17年７月１日 至平成18年６月30日） 

 該当事項はありません。 

第37期（自平成18年７月１日 至平成19年６月30日） 

 該当事項はありません。 



（税効果会計関係） 

（持分法損益等） 

 関連会社がないため該当事項はありません。 

第36期 
（平成18年６月30日） 

第37期 
（平成19年６月30日） 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

１．繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別

の内訳 

繰延税金資産  

退職給付引当金損金不算入額      52,296千円

役員賞与引当金損金不算入額 7,308 

試験研究用資産自己否認 2,276 

賞与引当金損金不算入額 4,141 

投資有価証券評価損自己否認 98,080 

貸倒引当金損金算入限度超過額 2,289 

出資金自己否認 7,960 

ゴルフ会員権評価損自己否認 2,395 

未払事業税損金不算入額 7,812 

その他 2,404 

繰延税金資産小計 186,963 

繰延税金資産合計 186,963 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 △45,063 

繰延税金負債合計 △45,063 

繰延税金資産の純額 141,899 

繰延税金資産  

退職給付引当金損金不算入額 45,785千円

役員退職慰労引当金損金不算入

額 

25,428 

試験研究用資産自己否認 2,297 

賞与引当金損金不算入額 5,359 

投資有価証券評価損自己否認 109,775 

貸倒引当金損金算入限度超過額 3,552 

出資金自己否認 6,755 

ゴルフ会員権評価損自己否認 2,395 

未払事業税損金不算入額 3,519 

その他 4,059 

繰延税金資産小計 208,928 

 評価性引当額 △83,084 

繰延税金資産合計 125,843 

繰延税金負債  

その他有価証券評価差額金 12,531 

繰延税金負債合計 12,531 

繰延税金資産の純額 113,312 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の内訳 

法定実効税率 40.6％ 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 2.3 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 

△0.3 

住民税均等割等 1.4 

繰越欠損金控除 △21.2 

その他 1.2 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 24.0 

法定実効税率 40.6％ 

（調整） 

交際費等永久に損金に算入されない項目 12.0 

評価性引当額の増減 121.5 

役員賞与引当金 7.1 

受取配当金等永久に益金に算入されない

項目 

△0.4 

住民税均等割等 8.8 

その他 0.7 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 190.2 



【関連当事者との取引】 

    前事業年度（自 平成17年7月１日 至 平成18年６月30日） 

     (1)役員及び個人主要株主等 

（注）１．上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方法等 

土地の購入価格については、外部の土地鑑定評価に基づいた価格を勘案して決定しております。 

    当事業年度（自 平成18年7月１日 至 平成19年６月30日） 

該当事項はありません。 

（１株当たり情報） 

 （注） １株当たり当期純損益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

（重要な後発事象） 

前事業年度 

 該当事項はありません。 

当事業年度 

 該当事項はありません。 

属性 氏名 住所 
資本金又
は出資金
(千円) 

事業の内容又は職業

議決権等の
所有  
（被所有）
割合 

関係内容 

取引の内容 
取引金額 
(千円) 

科目 
期末残高
(千円) 役員の 

兼任等 
事業上の
関係 

役員 山田武司 － － 当社代表取締役  
(被所有) 

直接 5.7% 
－ －  土地の購入 110,250 － － 

項目 
第36期 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

第37期 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

１株当たり純資産額       500円76銭       468円95銭 

１株当たり当期純利益金額又は 

１株当たり当期純損失金額（△） 
    44円93銭 △10円90銭 

   なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり

当期純利益金額については、潜在株

式が存在しないため記載しておりま

せん。 

項目 
第36期 

（自 平成17年７月１日 
至 平成18年６月30日） 

第37期 
（自 平成18年７月１日 
至 平成19年６月30日） 

当期純損益（千円） 254,312 △61,711 

普通株主に帰属しない金額（千円） － － 

普通株式に係る当期純損益（千円） 254,312 △61,711 

普通株式の期中平均株式数（株） 5,660,253 5,660,253 



⑤【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

【債券】 

銘柄 株式数（株） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

有価証券 
売買目的

有価証券 

エスフーズ株式会社 40,000 45,600 

日本電信電話株式会社 47 25,709 

小計 40,047 71,309 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

スパークス・グループ株式会社 2,600 237,900 

本間物産株式会社 2,000 100,000 

株式会社カウボーイ 249,874 44,727 

株式会社あみやき亭 150 39,750 

株式会社サガミチェーン 23,000 26,680 

株式会社アトム 43,100 19,610 

株式会社百五銀行 15,000 12,540 

株式会社十六銀行 15,000 11,745 

株式会社Ｔ＆Ｄホールディングス 1,300 10,829 

株式会社ビークルー・フードサービス 20 3,541 

その他（10銘柄） 32,240 30,044 

小計 384,284 537,367 

計 424,331 608,676 

銘柄 券面総額（千円） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 
スパークス・エフオーエフ 100,000 114,950 

計 100,000 114,950 



【その他】 

【有形固定資産等明細表】 

 （注）当期増加額のうち、主なものは金型投資（20,899千円）であります。 

種類及び銘柄 投資口数等（口） 
貸借対照表計上額 

（千円） 

投資有価証

券 

その他有

価証券 

（投資信託受益証券） 

スパークス・ストラテジックファンドスリー 
10,000 110,054 

（投資信託受益証券） 

スパークス・ジャパン・バリューブイツー 
10,000 119,446 

（投資信託受益証券） 

スパークス・韓国株・ロングショート・ファ

ンドシリーズ5 

1,000 153,051 

（投資事業有限責任組合）  

ジャフコ・ジー8（ビー）号 
1 28,962 

（投資事業有限責任組合） 

スパークスO・M SFファンド 
10,000 77,393 

（投資事業有限責任組合） 

東海夢ファンド第1号 
50 49,838 

計 31,051 538,746 

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 

（千円） 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高 

（千円） 

有形固定資産              

建物 368,340 240 － 368,580 275,284 7,335 93,295 

構築物 43,057 － － 43,057 33,565 1,216 9,492 

機械及び装置 16,960 1,100 － 18,060 16,278 860 1,781 

工具、器具及び備品 473,478 21,016 － 494,495 405,880 18,101 88,614 

土地 572,329 － － 572,329 － － 572,329 

有形固定資産計 1,474,166 22,356 － 1,496,522 731,010 27,514 765,512 

無形固定資産              

ソフトウェア 5,159 － － 5,159 5,128 123 30 

電話加入権 4,295 － － 4,295 － － 4,295 

無形固定資産計 9,455 － － 9,455 5,128 123 4,326 

長期前払費用 44,978 2,362 283 47,056 14,742 － 32,314 

繰延資産 － － － － － － － 



【社債明細表】 

 （注）1.（ ）は1年以内償還予定社債であります。 

    2.貸借対照表日後５年内における１年ごとの償還予定額の総額 

【借入金等明細表】 

 （注）平均利率については、借入金の期末残高に対する加重平均利率を記載しております。 

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の当期減少額（その他）は、一般債権の貸倒実績率による洗替額2,685千円及び債権回収による取

崩額3,162千円であります。 

銘柄 発行年月日 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

利率 
（％） 

担保 償還期限 

第１回無担保社債 
平成15年４月 

25日 
100,000 

100,000 

(100,000) 
年0.67 無担保社債 

平成20年４月 

25日 

第２回無担保社債 
平成15年９月 

25日 

50,000 

(50,000) 
－ 年0.89 無担保社債 

平成18年９月 

25日 

合計 － 
150,000 

(50,000) 

100,000 

(100,000) 
－ － － 

１年以内 
（千円） 

１年超２年以内 
（千円） 

２年超３年以内 
（千円） 

３年超４年以内 
（千円） 

４年超５年以内 
（千円） 

100,000 － － － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

平均利率 
（％） 

返済期限 

短期借入金 470,000 420,000 1.30 － 

１年以内に返済予定の長期借入金 16,520 － 1.20 平成18年９月７日

合計 486,520 420,000 － － 

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額 
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額 
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 13,952 7,066 699 5,848 14,470 

賞与引当金 10,200 13,200 10,200 － 13,200 

役員賞与引当金 18,000 12,000 18,000 － 12,000 

役員退職慰労引当金 － 62,633 － － 62,633 



(2）【主な資産及び負債の内容】 

１）現金及び預金 

２）受取手形 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）期日別内訳 

区分 金額（千円） 

現金 6,602 

預金の種類  

当座預金 308,280 

普通預金 3,400 

通知預金 100,000 

定期預金 210,025 

定期積金 80,000 

小計 701,706 

合計 708,309 

相手先 金額（千円） 

東産業株式会社 48,772 

有限会社アスティ 23,746 

飛島建設株式会社 18,110 

タニコー株式会社 13,294 

株式会社フジマック 12,757 

その他 25,224 

合計 141,904 

期日 金額（千円） 

平成19年７月 43,821 

８月 27,940 

９月 40,322 

10月 29,820 

合計 141,904 



３）売掛金 

(イ）相手先別内訳 

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には消費税等が含まれております。 

４）商品 

５）製品 

相手先 金額（千円） 

東産業株式会社 27,938 

株式会社あみやき亭 23,209 

ダイリキ株式会社 18,011 

ジーイーキャピタルリーシング株式会社 17,600 

株式会社リョーワ 16,595 

その他 357,254 

合計 460,608 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高 
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日） 

(A) (B) (C) (D) 
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 

２ 
────── 

(B) 
───── 

365 

583,780 3,855,394 3,978,566 460,608 89.6 49.4 

品目 金額（千円） 

バイオテック21  63 

その他  25 

合計 89 

品目 金額（千円） 

SC1+F1 281 

F1+F1フード  695 

その他  332 

合計 1,309 



６）原材料 

７）仕掛品 

８）貯蔵品 

９）買掛金 

(3）【その他】 

 該当事項はありません。 

品目 金額（千円） 

シートキー７セグ制御基板 5,787 

シートキー標準制御基板 3,699 

コココール送信機 1,676 

セラミック炭 1,538 

サーマルガード 1,186 

その他 112,196 

合計 126,084 

品目 金額（千円） 

ダクト工事仕掛 18,775 

レギセット 166 

合計 18,941 

品目 金額（千円） 

展示品 16,080 

カタログ・印紙・切手他 2,701 

合計 18,782 

相手先 金額（千円） 

相互工芸株式会社 14,618 

株式会社創円 13,637 

高蔵金属工業有限会社 11,378 

大洋金網株式会社 6,489 

明治電機工業株式会社 5,748 

その他 55,253 

合計 107,126 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

事業年度 ７月１日から６月３０日まで 

定時株主総会 ９月中 

基準日 ６月３０日 

株券の種類 １００株券 １，０００株券 １０，０００株券 

剰余金の配当の基準日 
１２月３１日 

  ６月３０日 

１単元の株式数 １００株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 その新株発行に係る印紙税相当額 

株券喪失登録に伴う手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額  

単元未満株式の買取り  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 本店証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号 

みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店 

みずほインベスターズ証券株式会社 本店及び全国各支店 

買取手数料 株式の売買の委託に係る手数料相当額として別途定める金額 

公告掲載方法 

電子公告により行う。ただし電子公告によることができない事故その他や

むを得ない事由が生じた時は、日本経済新聞に掲載して行う。 

公告掲載ＵＲＬ 

http://www.shinpo.co.jp/ 

株主に対する特典 該当事項はありません。 



第７【提出会社の参考情報】 

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社は、証券取引法第24条の７第１項に規定する親会社等はありません。 

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、次の書類を提出しております。 

(1）有価証券報告書及びその添付書類 

 事業年度（第36期）（自 平成17年７月１日 至 平成18年６月30日）平成18年９月28日東海財務局長に提

出。 

(2)半期報告書 

 第37期中（自 平成18年７月１日 至 平成18年12月31日）平成19年３月29日東海財務局長に提出。 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

 該当事項はありません。 



独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書 

平成１８年９月２８日

シ ン ポ 株 式 会 社 

取 締 役 会  御 中 

  

当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシンポ株式会社の平

成17年７月１日から平成18年６月30日までの第36期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、株主資本等変動計算

書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任

は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に財

務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎として行われ、経営者が採

用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての財務諸表の表示を検討することを

含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと判断している。 

当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シンポ株式会社の平

成18年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点

において適正に表示しているものと認める。 

  

追記情報 

 会計処理の変更に記載されているとおり、会社は当事業年度より「役員賞与に関する会計基準」を適用して財務諸表を作成してい

る。 

  

会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

  

以  上 

  

 （※）上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社(有価証券報告書提出会社)が別途保

管しております。 

み す ず 監 査 法 人 

  

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 稲 越 千 束 

      

  
指 定 社 員
業務執行社員 

公認会計士 柴 田 光 明 

      



独立監査人の監査報告書 

  平成19年９月27日 

シンポ株式会社  

取締役会 御中 

  あ ず さ 監 査 法 人 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 田 島 和 憲  印 

 
指定社員 

業務執行社員 
  公認会計士 柴 田 光 明  印 

 当監査法人は、証券取引法第193条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられているシンポ

株式会社の平成18年７月１日から平成19年６月30日までの第37期事業年度の財務諸表、すなわち、貸借対照表、損益計算

書、株主資本等変動計算書、キャッシュ・フロー計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作成責任

は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監

査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を基礎とし

て行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての

財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理的な基礎を得たと

判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、シンポ株

式会社の平成19年６月30日現在の財政状態並びに同日をもって終了する事業年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状

況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

追記情報 

 会計処理の変更（役員退職慰労金の会計処理の変更）に記載されているとおり、会社は当事業年度から役員に対する退

職慰労金について内規に基づく期末要支給額を役員退職慰労引当金として計上する方法に変更した。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上

 ※ 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は有価証券報告書提出会社が別途

保管している。 
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